
◎種苗法の一部を改正する法律 
（令和二年一二月九日法律第七四号）   

一、 提案理由（令和二年一一月一一日・衆議院農林水産委員会） 

○野上国務大臣 種苗法の一部を改正する法律案につきまして、その提案の理由及び主

要な内容を御説明申し上げます。 

 種苗法は、品種の育成の振興等を図り、もって農林水産業の発展に寄与することを目

的として、新品種の保護のための品種登録に関する制度等を設けているところでありま

す。 

 近年、我が国の優良な登録品種が海外に流出し、他国で生産され第三国に輸出される

など、我が国からの輸出等に支障が生じる事態が生じております。 

 こうした中で、我が国の農林水産業の発展を図るためには、登録品種の海外流出等を

防止できるようにすることが重要であります。 

 また、登録品種を実効的に保護するためには、育成者権者が育成者権侵害を立証しや

すくすることも重要であります。 

 こうした観点から、登録品種を育成者権者の意思に応じて海外流出の防止等の措置が

できるようにするとともに、育成者権を活用しやすくするための措置を講ずることとし、

この法律案を提出した次第であります。 

 次に、この法律案の主要な内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、育成者権者の意思に応じて登録品種の海外流出の防止等ができるようにする

ための措置についてであります。 

 登録品種について、出願時に輸出先国又は栽培地域に係る利用条件が届け出られた場

合には、その種苗等が譲渡された後であっても、育成者権者は、その利用条件に違反す

る行為を制限することができることとしております。 

 また、譲渡する登録品種の種苗や包装、また広告等を行う場合に、登録品種である旨

及び輸出先国又は栽培地域の制限がある旨の表示を義務づけることとしております。 

 また、農業者が登録品種等の収穫物の一部を次期収穫物の生産のために種苗として用

いる自家増殖については、育成者権者の許諾に基づき行うこととしております。 

 さらに、品種登録の審査を充実させるため、出願者は、栽培試験等に係る手数料を納

付することとしております。 

 第二に、育成者権を活用しやすくするための措置についてであります。 

 育成者権の侵害立証を行いやすくする観点から、品種登録簿に記載した登録品種の特

性を利用して、育成者権が及ぶ品種であるかどうかを推定する規定を創設することとし

ております。 

 また、品種登録制度を充実させるため、他の知的財産制度に倣った規定の整備を行う

こととしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び主要な内容であります。 



 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願い申し上げます。 

二、 衆議院農林水産委員長報告（令和二年一一月一九日） 

○高鳥修一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、育成者権者の意思に応じて登録品種の海外流出の防止等ができるようにする

ため、輸出先国又は栽培地域を指定して品種登録された登録品種についての育成者権の

効力に関する特例の創設や、農業者が登録品種等の収穫物の一部を次期収穫物の生産の

ために種苗として用いる自家増殖について育成者権者の許諾に基づき行うこととする等

の措置を講ずるとともに、育成者権を活用しやすくするための措置を講ずるものであり

ます。 

 本案は、第二百一回国会に提出され、継続審査に付されていたものであります。 

 今国会では、去る十月二十六日本委員会に付託され、十一月十一日野上農林水産大臣

から趣旨の説明を聴取し、翌十二日から質疑に入り、同日参考人から意見を聴取するな

ど慎重に審査を行い、十七日質疑を終局しました。 

 質疑終局後、自由民主党・無所属の会、公明党及び日本維新の会・無所属の会の共同

提案により、施行期日についての修正案が提出されました。また、立憲民主党・社民・

無所属から、有機農業における自家増殖を育成者権の効力が及ぶ範囲の例外とすること

等を内容とする修正案が提出され、それぞれ趣旨の説明を聴取いたしました。 

 次いで、討論を行い、採決いたしましたところ、立憲民主党・社民・無所属提出に係

る修正案は賛成少数で否決され、自由民主党・無所属の会、公明党及び日本維新の会・

無所属の会の共同提案に係る修正案並びに修正部分を除く原案は賛成多数をもって可決

され、本案は修正議決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇委員会修正の提案理由（令和二年一一月一七日） 

○加藤（寛）委員 ただいま議題となりました種苗法の一部を改正する法律案に対する

修正案につきまして、提出者を代表いたしまして、その趣旨を御説明申し上げます。 

 修正の趣旨は、輸出先国又は栽培地域を指定して品種登録された登録品種についての

育成者権の効力に関する特例の創設等に関する規定の施行期日を令和二年十二月一日か

ら令和三年四月一日に、品種登録の審査の実施方法の充実及び見直し、品種登録簿に記

載された登録品種の特性の位置づけの見直し等に関する規定の施行期日を令和三年四月

一日から令和四年四月一日に改めることであります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年一一月一七日） 

 近年、我が国の優良な登録品種が海外に流出し、他国で生産され第三国に輸出される

等、我が国からの農林水産物の輸出をはじめ、我が国の農林水産業の発展に支障が生じ



る事態が発生している。こうした事態に対処するため、育成者権の強化を図ることが求

められている。一方で、育成者権の強化が農業経営に与える影響にも十分配慮する必要

がある。 

 よって、政府は、本法の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

     記 

一 我が国の優良な植物新品種の海外流出の防止を目的とした育成者権の強化が、農業

者による登録品種の利用に支障を来したり、農産物生産を停滞させ食料の安定供給を

脅かしたりしないよう、種苗が適正価格で安定的に供給されることを旨として施策を

講じること。 

二 稲、麦類及び大豆の種苗については、農業者が円滑に入手し利用できることが我が

国の食料安全保障上重要であることに鑑み、都道府県と連携してその安定供給を確保

するものとし、各都道府県が地域の実情に応じてその果たすべき役割を主体的に判断

し、品種の開発、種子の生産・供給体制が整備されるよう、適切な助言を行うこと。 

三 各都道府県が、稲、麦類及び大豆の種子の原種ほ及び原原種ほの設置等を通じて種

子の増殖に必要な栽培技術等の種子の生産に係る知見を維持し、これを民間事業者に

提供するという役割も担いつつ、都道府県内における稲、麦類及び大豆の種子の生産

や供給の状況を的確に把握し、必要な措置を講じることができるよう、環境整備を図

ること。 

四 稲、麦類及び大豆については、品種の純度が完全で優良な種子の供給を確保するた

め、原原種の採種ほ場では育成者が適切な管理の下で生産した種子又は系統別に保存

されている原原種を使用するよう指導すること。 

五 種苗法に基づき都道府県が行う稲、麦類及び大豆の種子に関する業務に要する経費

については、従前と同様に地方交付税措置を講じること。 

六 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構、都道府県等の試験研究機関が

育成した登録品種に関する通常利用権の許諾については、その手続等が有機農業をは

じめ農業者の負担になることのないよう、適切に運用するとともに、これらの公的試

験研究機関に対してガイドラインを提示する等により、その周知徹底を図ること。 

七 農業者が意図せずに、育成者権者の許諾を得ずに登録品種の自家増殖を行い、不利

益を被ることを防止するため、農業者に対して、制度見直しの内容について丁寧な説

明を行うこと。 

八 公的試験研究機関が民間事業者に種苗の生産に関する知見を提供する場合において

は、我が国の貴重な知的財産である技術や品種の海外や外国企業への流出を防止する

ため、適切な契約を締結する等十分留意するよう指導すること。 

九 登録品種の種苗の海外流出の防止に当たっては、ホームセンター等の販売員等が意

図せずに登録品種の種苗を外国人に販売すること等により不利益を被ることを防止す

るため、ホームセンター等に対して、制度見直しの内容について丁寧な説明を行うと



ともに、国において適切な運用を図ること。 

十 新品種の開発は、利用者である農業者の所得や生産性の向上、地域農業の振興につ

ながるべきものであることに鑑み、我が国において優良な植物新品種が持続的に育成

される環境を整備するため、公的試験研究機関による品種開発及び在来品種の収集・

保全を促進すること。また、その着実な実施を確保するため、公的試験研究機関に対

し十分な財政支援を行うこと。 

三、 参議院農林水産委員長報告（令和二年一二月二日） 

○上月良祐君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、植物の新品種の育成者権の適切な保護及び活用を図るため、輸出先国等

の制限、農業者の自家増殖に係る特例の廃止等により、育成者権者の意思に反して登録

品種が海外に流出することを防止するための措置のほか、育成者権を活用しやすくする

ための措置等を講じようとするものであります。 

 なお、衆議院において、輸出先国の指定等に関する規定の施行期日を令和二年十二月

一日から令和三年四月一日に改めること等を内容とする修正が行われました。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、優良品種の海外流出防

止の実効性、登録品種の自家増殖に係る農業者の特例の廃止による影響、品種開発にお

ける公的機関の役割等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承

知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、立憲民主・社民を代表して石垣委員より反

対、国民民主党・新緑風会を代表して舟山委員より賛成、日本共産党を代表して紙理事

より反対する旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年一二月一日） 

 我が国の優良な登録品種は貴重な知的財産であり、これを適切に保護し、農業者の所

得向上と地域の発展に寄与することが強く求められている。また、近年、我が国の優良

な登録品種が海外に流出し、他国で生産され第三国に輸出される等、我が国からの農林

水産物の輸出をはじめ、我が国の農林水産業の発展に支障が生じる事態が発生している。

これらの課題に対処するため、育成者権の強化を図ることが求められている。一方で、

育成者権の強化が農業経営に悪影響を与えるのではないかとの懸念にも十分配慮する必

要がある。 

 よって政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。 

一 我が国の優良な植物新品種の海外流出の防止を目的とした育成者権の強化が、農業



者による登録品種の利用に支障を来したり、農産物生産を停滞させ食料の安定供給を

脅かしたりしないよう、種苗が適正価格で安定的に供給されることを旨として施策を

講じること。 

二 稲、麦類及び大豆の種苗については、農業者が円滑に入手し利用できることが我が

国の食料安全保障上重要であることに鑑み、都道府県と連携してその安定供給を確保

するものとし、各都道府県が地域の実情に応じてその果たすべき役割を主体的に判断

し、品種の開発、種子の生産・供給体制が整備されるよう、適切な助言を行うこと。 

三 各都道府県が、稲、麦類及び大豆の種子の原種ほ及び原原種ほの設置等を通じて種

子の増殖に必要な栽培技術等の種子の生産に係る知見を維持し、我が国の農業競争力

の強化を図ることを目的として、こうした知見を民間事業者に提供するという役割も

担いつつ、都道府県内における稲、麦類及び大豆の種子の生産や供給の状況を的確に

把握し、必要な措置を講じることができるよう、環境整備を図ること。 

四 稲、麦類及び大豆については、品種の純度が完全で優良な種子の供給を確保するた

め、原原種の採種ほ場では育成者が適切な管理の下で生産した種子又は系統別に保存

されている原原種を使用するよう指導すること。 

五 種苗法に基づき都道府県が行う稲、麦類及び大豆の種子に関する業務に要する経費

については、従前と同様に地方交付税措置を講じること。 

六 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構、都道府県等の試験研究機関が

育成した登録品種に関する通常利用権の許諾については、その手続等が有機農業をは

じめ農業者の負担になることのないよう、適切に運用するとともに、これらの公的試

験研究機関に対してガイドラインを提示する等により、その周知徹底を図ること。 

七 農業者が意図せずに、育成者権者の許諾を得ずに登録品種の自家増殖を行い、不利

益を被ることを防止するため、農業者に対して、制度見直しの内容について丁寧な説

明を行うこと。 

八 公的試験研究機関が民間事業者に種苗の生産に関する知見を提供する場合において

は、我が国の貴重な知的財産である技術や品種の海外や外国企業への流出を防止する

ため、適切な契約を締結する等十分留意するよう指導すること。 

九 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構種苗管理センターのＤＮＡ分析

等の技術開発の促進や品種保護対策役の人員体制の拡充等を図るとともに、税関等の

水際対策を強化すること。 

十 登録品種の種苗の海外流出の防止に当たっては、ホームセンター等の販売員等が意

図せずに登録品種の種苗を外国人に販売すること等により不利益を被ることを防止す

るため、ホームセンター等に対して、制度見直しの内容について丁寧な説明を行うと

ともに、国において適切な運用を図ること。 

十一 海外での品種登録の取組を支援し、推進すること。 

十二 新品種の開発は、利用者である農業者の所得や生産性の向上、地域農業の振興に



つながるべきものであることに鑑み、我が国において優良な植物新品種が持続的に育

成される環境を整備するため、公的試験研究機関による品種開発及び在来品種の収

集・保全を促進すること。また、その着実な実施を確保するため、公的試験研究機関

に対し十分な財政支援を行うこと。さらに、これらの施策を推進する立法措置に関す

る国会における議論に資するよう、必要な情報を適時適切に提供すること。 

  右決議する。 

 


